
 

 

令和７年度事業報告 

 

    1 集落排水関連 

1－1 技術開発事業 

1－2 調査研究事業 

1－3 技術指導事業 

1－4 普及啓発事業 

2 バイオマス関連 

2－1 技術開発調査事業 

2－2 普及啓発事業 

    3 農村環境関連 

3－1 調査研究事業 

3－2 技術指導事業 

3－3 普及啓発事業 

4 共通事項 

4－1 普及啓発事業 

4－2  地域貢献活動 

 

 

  



 

1 

 

令和７年度事業報告 

 

1 集落排水関連  

1－1 技術開発事業 

(1) 施設の強靱化・グリーン化に向けた技術開発 

省エネ（省エネ技術）、創エネ（太陽光発電）、蓄エネ（蓄電池）の新技

術を導入した、農業集落排水施設における平常時・非常時を通じたエネル

ギーの最適利用方法に係る技術開発を推進するため、省エネ等に係る運転

データの収集を継続するとともに、「エネルギー最適利用システムの導入に

係る手引書」及び３実証地区における「非常時(停電時)における運転対応

手法」（マニュアル）を作成。 

 

1－2 調査研究事業 

(1) 省エネ型集落排水施設の普及・啓発 

「農業集落排水施設の更新整備における省エネ技術導入マニュアル」等

を活用して、技術指導事業（維持管理適正化計画策定支援業務等を含む）

等を実施。 

 

(2) 農業集落排水施設の適正化手法及び農業集落排水施設のデジタル化に

関する検討 

農業集落排水施設の適正な改築・更新に向け、ダウンサイジングに係る

調査・分析のほか、農業集落排水施設の維持管理業務の効率化に資する施

設情報や維持管理情報のデジタル化に向けた手引き（案）作成等について、

有識者委員会にも諮りながら実施。 

 

(3) 農業集落排水施設の諸基準等の改訂 

諸基準等作成全国検討委員会と連携して農業集落排水事業に係る積算

指針を改訂・発刊（7月）。 

同委員会積算基準部会と連携して、維持管理適正化計画標準歩掛作成に

向けた実態調査の結果をもとに、標準歩掛案を作成し、同委員会に報告。 

 

1－3 技術指導事業 

(1) 基本設計・機能強化対策検討業務 

各地区の特性を踏まえ、計画処理対象人口、汚水処理方式、管路施設計

画及び維持管理上の基本的な留意事項等を提案する「基本設計業務」を１

地区、人口変動、水質規制強化等の周辺環境の変動下において、JARUS型汚
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水処理施設の新築、増築又は改築を実施する場合の提案を行う「機能強化

対策検討業務」を１地区で実施。 

 

(2) JARUS型施設適合審査業務 

JARUS 型施設について、所要の機能発揮、維持管理性能の確保等が図ら

れるよう、施設開発者の立場から、実施設計内容の適合性を確認する JARUS

型施設適合審査業務を５地区で実施し、適合書を交付。 

 

(3) 農業集落排水施設の整備構想策定支援業務 

適時適切な施設の修繕と更新により農業集落排水施設の長寿命化を図

るとともに、必要となる費用の最適化が図られるよう、施設の機能診断調

査結果に基づく市町村等による最適整備構想の策定の支援等をシステム

（費用算定システム等）の提供等により実施。 

 

(4) 維持管理診断等業務 

供用中の汚水処理施設の適正な維持管理や改築等に資するため、以下に

示す「維持管理診断業務」を実施。 

① 「運転診断」： 

現地調査を行い、運転方法を検討 

② 「改築診断」： 

現地調査を行い、改築の要否等を検討 

③ 「Ⅲ型施設改良運転指導業務」： 

Ⅲ型施設にかかる運転手法を改良 

④ 「現地維持管理支援業務」（集排施設 110番）： 

農業集落排水処理施設のトラブル対応、担当職員・維持管理業者への

現地指導等、維持管理上の課題・要望に迅速に対応。 

本年度は、現地維持管理支援業務（集排 110 番）を７件（４市２町、

28処理施設）実施。 

 

(5) 維持管理適正化計画策定支援業務 

更新事業を契機に、維持管理の適正化が図られるよう、運転管理、水質

分析等の現地調査や計画処理対象人口の算定等を実施し、農業集落排水施

設等の再編・集約、処理規模や処理方式の適正化、省エネ技術の導入可能

性等について検討して取りまとめ、農村整備事業（農業集落排水事業）の

申請にも用いられる維持管理適正化計画の策定支援を、全国の府県土地改

良事業団体連合会等からの支援要請に基づき、計 128処理区（25府県、65
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市町村）を対象に実施。 

 

(6) 農業集落排水施設災害応援 

地震や豪雨の発生に対応して、当センターに災害対策支援本部を設置し、

情報収集、市町村等からの相談対応等を実施。 

なお、「農業集落排水施設災害応援に関する協定」への参加者総数は 311

（令和８年３月 31日時点）。 

また、令和６年能登半島地震、奥能登豪雨に際し、被災地の復旧・復興

に尽力したとして農林水産大臣、石川県知事から感謝状が授与。 

＜災害支援本部の立ち上げ状況＞ 

・令和７年８月 11日 ８月上旬からの大雨（九州地方等）対応 

・令和７年 12月８日 青森県東方沖地震対応 

・令和８年１月６日 島根県東部・鳥取県西部地震対応 

 

1－4 普及啓発事業 

(1) 農業集落排水施設新技術普及研究会による普及活動の推進 

更新時期を迎える農業集落排水施設の地域の実状に即した適切な維持

管理や更新改築を実現するため、会員と連携して農業集落排水施設に関係

する専門技術等の普及活動を実施。 

・４月 25日  新技術普及研究会総会（対面＋Web） 

・７月～８月  同上ブロック会議（対面＋Web） 

（全国を６ブロックに分けて開催） 

 

(2) 研修会の開催 

農業集落排水施設に関する事業制度、汚水処理技術、農業集落排水施設

の運転・維持管理技術等の基礎的内容を題材とする農業集落排水施設管理

基礎研修会（5 月 23 日、86 名参加）、ストックマネジメントや維持管理技

術を題材とする維持管理適正化計画・ストックマネジメント研修会（7月 4

日、99名参加）、農業集落排水計画設計士技術講習会(11月 28日、20名参

加)を開催（対面+Web）。 

 

2 バイオマス関連  

2－1 技術開発調査事業 

農研機構とともに、バイオマスのエネルギー利用を含む、集排施設を活

用した農山漁村の地産地消型エネルギーシステムについて調査研究を実

施。 
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2－2 普及啓発事業 

(1) 技術情報支援 

バイオマスの利活用に関する市町村等からの相談への対応など、技術情

報の提供を実施。 

 

(2) 集排汚泥の利活用推進に向けた取組 

化学肥料の使用量削減、化学肥料価格高騰対策に資する集排汚泥の肥料

利用など、農村バイオマスである集排汚泥の更なる利活用の推進に向けた

取組を実施。 

 

3 農村環境関連 

3－1 調査研究事業 

農村地域の環境整備における生態系や景観等の環境との調和に配慮し

た施設の整備・保全の手法及び個別地区の環境配慮のあり方や整備手法の

検討、環境の保全等を契機とした地域づくりの手法等の調査研究を実施。 

 

(1) 環境配慮技術の向上のための調査研究 

① 新たな環境配慮技術の調査研究 

環境配慮検討業務等を通して、環境の保全に係る新たな技術の活用、ワ

ークショップによる参加型合意形成等の方法に関する調査研究を実施。 

 

② 環境配慮施設に関する技術の向上 

農業農村整備事業における新たな生態系配慮施設の評価に資する調査

研究を実施。 

 

③ 構造政策が環境に与える影響の調査研究 

新たな長期計画において位置付けられた政策目標の達成に向けて農業

農村整備事業を実施するに当たっての環境への配慮や創造に係る取組手

法の検討、活動計画の策定手法や合意形成手法に関する調査研究を実施。 

 

(2) 生態系や景観の保全を契機とした地域づくりや生活環境の改善に関す

る調査研究 

生態系や景観の保全の取組を契機として地域の共同活動などの地域づ

くりに取り組むための要因分析、有効な方策等に関する調査研究を実施。 

また、農業農村整備事業により新たに創出される土地の有効利用や農業

用水の多面的機能の発揮など農村環境の改善に関する調査研究を実施。 
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(3) 生態系保全活動に関する調査研究 

水田魚道や環境配慮施設のモニタリング調査、また、希少生物の保護移

動やモニタリング調査などの生態系保全活動に関する調査研究を実施。 

 

3－2 技術指導事業 

行政、土地改良区、農村環境保全活動団体等関係者の技術力向上対策と

して、研修の実施や講師を派遣。 

また、国営土地改良事業の計画地区及び実施地区における環境配慮計画

の策定、環境配慮施設の設計等を実施。 

 

(1) 農村工学専門技術研修（生態系保全） 

農研機構農村工学研究部門が主催者となって、国、県、都道府県土地改

良事業団体連合会の技術系職員を対象として開催している農村工学専門

技術研修（生態系保全）に講師を派遣（10月）。 

 

(2) 「田んぼの学校」の支援  

農村地域を子供達の遊びと学びの場として体験活動を実施する際の基

本的な知識や技術を習得するための「田んぼの学校」指導者養成研修を千

葉県内で実施（6月 5日～6日）。 

また、研修の企画、講師派遣、教材等の作成・提供、販売等の支援を要

請により実施。 

 

(3) 生きもの調査等の支援 

生生きもの調査に取り組む活動団体等の指導者を育成するための「生き

もの調査指導者養成全国研修会」を栃木県内で実施（9 月 17 日～18 日）。 

また、地域での取組を支援するための研修の企画、講師派遣、教材等の

作成・提供、調査結果の取りまとめ等の支援を要請により実施。 

 

(4) 水田魚道設置等の指導 

里地・里山に生息する水生動物のネットワーク形成に重要な役割を果た

す水田魚道について、設置及び維持管理に係る指導者を育成するための

「水田魚道指導者全国研修会」を兵庫県内で実施（6月 19日～20日）。 

 

(5) 生態系保全活動に対する支援業務  

「多面的機能支払交付金」等により地域の活動団体が取り組む「生きも

の調査」等の生態系保全活動に対して、要請により活動計画の企画検討、
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専門家の派遣、教材等の作成・提供等の支援を実施。 

 

(6) 環境配慮対策調査検討業務 

国営土地改良事業の計画地区及び実施地区において、生態系、景観の現

況調査等を行うとともに環境配慮対策等の検討、実施計画の作成、対策の

実施に関する支援等を実施。 

また、実施済の環境配慮対策に係る生態系等への影響調査及び分析等を

実施。 

 

(7) 田園自然再生活動の集いの開催  

「田園自然再生活動協議会」の会員等が一堂に会し、事例発表・意見交

換を行うことで、活動の継続、充実や拡大を図る「田園自然再生活動の集

い」を都内で開催（12月 11日）。 

 

(8) 市町村への技術的指導 

市町村からの要請により、農村環境施策の構築や生きもの調査に関する

研修の企画、講師派遣、教材等の作成・提供等の技術的指導を実施。 

 

3－3 普及啓発事業 

・ 農村環境の保全・向上に役立つ出版物等の発行・整備 

「田んぼの学校」、「生きもの調査」等の農村環境の保全・向上に資す

る活動を実施する際に参考となる出版物を発行するとともに、ホームペ

ージの環境情報提供内容を整備・拡充し、全国の農村環境を保全・向上

するための活動を支援。 

 

4 共通事項 

4－1 普及啓発事業 

・ 研修会等の開催及び講師派遣（一部再掲） 

農業集落排水、バイオマス、農村環境の研修会等を開催。 

また、会員等が主催する研修会等に職員を講師として派遣。 

農業集落排水施設管理基礎研修会 5/23 

農業集落排水(維持管理適正化計画・ストックマネジ

メント)研修会 

7/4 

「田んぼの学校」指導者養成研修 6/5～6  

水田魚道指導者全国研修会 6/19～20 
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4－2 地域貢献活動 

地域社会への貢献活動として、土地改良施設の機能維持を含めた水路の

清掃活動や耕作放棄地対策の一環である収穫祭等の地域に密着した貢献

活動に積極的に参加・取組み。 

 

千葉の水回廊＆疏水百選印旛沼ウォーク（千葉県） 4/5 

永源寺ダム湖岸クリーン作戦（滋賀県） 10/9 

大江排水路の除草・清掃（愛知県） 10/16 

河北潟干拓地環境美化活動（石川県） 10/18 

旧玉名干拓施設(末広・明丑堤防)草刈活動（熊本県） 10/25 

児島湖流域清掃大作戦（岡山県） 11/2 

薬莱山麓地区耕作放棄地解消支援活動（宮城県） 11/5 

 

生きもの調査指導者養成全国研修会 9/17～18 

農業集落排水計画設計士技術講習会 11/28 


